
【概要】

【産業】

【行政職員】

（1）人口

（1）産業構造（H27国調）

（1）職員数（H31.4.1現在） （2）ラスパイレス指数

（2）農業・工業・商業

（3）面積 （4）有権者数（R1.9現在）

（2）人口動態

区　分 人　口
（人）

15歳未満
人口割合
（％）

15〜64歳
人口割合
（％）

65歳以上
人口割合
（％）

世帯数
（世帯）

H17.10. 1（国調） 5,357,389 ― ― ― 2,086,345

H22.10. 1（国調） 5,357,965 ― ― ― 2,169,931

H27.10. 1（国調） 5,308,974 ― ― ― 2,218,793

R 1 . 9. 1（推計） 5,255,020 ― ― ― 2,285,985 

区　　　分 就業人口（人） 構成比（％）

第 1 次 産 業 16,207 0.7

第 2 次 産 業 533,981 23.3

第 3 次 産 業 1,580,836 69.0

計（分類不能含む） 2,291,624 100.0

全　　部　　門 39,447 人（ 7.4 人/人口千人） 

普通会計　計 31,122 人（ 5.9 人/人口千人） 

一般行政 22,765 人（ 4.3 人/人口千人） 

特別行政 8,357 人（ 1.6 人/人口千人） 

その他の会計　計 8,325 人（ 1.6 人/人口千人） 

普通会計　類似団体
（H30.4.1現在） ― 人（ ― 人/人口万人）

H30. 4. 1 99.2

農　　　　業
（H27年・確報）

総農家数

21,041 戸

経営耕地面積

755,748 ａ

工　　　　業
（H30年・確報）

（※）

事業所数

9,403 所

従業者数

279,233 人

製造品出荷額

97,954 億円

商　　　　業
（H26年・確報）

事業所数

30,759 所

従業者数

274,988 人

年間商品販売額

111,532 億円

（※）平成21年調査より従業員4名以上を対象

行政区域面積　（H31.3.31現在） 1529.61 k㎡

市街化区域面積（H31.3.31現在） 63,813 ha

男 女 計

2,092,092 人 2,308,495 人 4,400,587 人

区　分 人口密度
（人/k㎡）

人口伸率
（％）

高齢化率
（％）

昼夜間
人口比率
（％）

H17.10. 1（国調） 3,519 △0.36 17.7 91.56

H22.10. 1（国調） 3,511 0.01 22.2 92.3

H27.10. 1（国調） 3,470 △0.9 26.5 92.2 

市町村（除政令市）合計・平均

− 94 − − 95 −
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【財政】（1）決算収支（普通会計）	 （百万円、％）
歳　　入 歳　　出 実質収支 単年度収支 実質収支比率 標準財政規模 経常収支比率 財政力指数

H30年度 2,060,509 2,026,433 22,926 2,216 2.1 1,087,726 96.4 0.778 
H29年度 1,986,850 1,959,838 20,710 4,124 1.9 1,077,553 96.9 0.775 
H28年度 1,922,774 1,897,173 16,586 △ 4,744 1.5 1,070,370 96.9 0.768 

（2）主な歳入・歳出	 （百万円、％）（3）公営企業等決算（H30年度）	（百万円）

（4）積立金及び地方債の残高状況
　　（H30年度）	 （百万円）

区　　　分 H30年度 構成比 H29年度 構成比 H28年度 構成比
歳 入 計 2,060,509 100.0 1,986,850 100.0 1,922,774 100.0 
地 方 税 785,877 38.1 778,573 39.2 775,476 40.3 
地 方 交 付 税 200,699 9.7 193,597 9.7 194,379 10.1 

普通交付税 186,409 9.0 181,590 9.1 181,608 9.4 
国・府　支出金 532,137 25.8 543,417 27.4 521,205 27.1 
地 方 債 159,679 7.7 148,821 7.5 134,649 7.0 
歳 出 計 2,026,433 100.0 1,959,838 100.0 1,897,173 100.0 
義務的経費計 1,070,937 52.8 1,073,209 54.8 1,069,789 56.4 

人 件 費 305,332 15.1 303,622 15.5 301,866 15.9 
扶 助 費 606,097 29.9 611,213 31.2 594,458 31.3 
公 債 費 159,509 7.9 158,373 8.1 173,464 9.1 

投資的経費計 195,489 9.6 191,045 9.7 164,072 8.6 
普通建設事業費 184,252 9.1 190,051 9.7 163,685 8.6 

単独事業費 95,710 4.7 98,060 5.0 98,484 5.2 

上水道 経 常 損 益 11,611
利 益 剰 余 金 76,461

病　院 経 常 損 益 △ 3,169
利 益 剰 余 金 △ 62,749

下水道
（法適）

経 常 損 益 10,636
利 益 剰 余 金 39,619

下水道
（法非適）

単 年 度 収 支 2,534
実 質 収 支 1,308

土地開発公社
保有土地（H30年度末）

面積 16.2ha
金額 28,070

年
度
末
現
在
高

財 政 調 整 基 金 156,391
減 債 基 金 29,036
その他特定目的基金 206,212
積 立 金 計 391,639
住 民 一 人 あ た り 額 73.9千円 市 町 村 平 均
地 方 債 1,564,976
住 民 一 人 あ た り 額 295.5千円 市 町 村 平 均

（5）健全化判断比率	 （％）
実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

H30年度 ― ― 3.9 ―
H29年度 ― ― 4.4 ―
H28年度 ― ― 4.9 2.8

（6）連結実質赤字比率の状況（主な会計）（H30年度）	（百万円、％）（7）将来負担比率の状況（H30年度）	 （百万円）

区　　　　　　　分
実質収支・
資 金 不 足

（剰余）額

資金
不足
比率

一 般 会 計 等 22,934

公
営
企
業
会
計
等

上 水 道 事 業 会 計 96,858 ―
病 院 事 業 会 計 12,763 ―（うち解消可能資金不足額） （676）
下 水 道 事 業 会 計 30,801 ―（うち解消可能資金不足額） （9,176）
国民健康保険事業会計 4,355
そ の 他 22,187

標 準 財 政 規 模 1,087,726
連 結 実 質 収 支 額 189,898

項　　　　目 金　額

将

来

負

担

額

連結実質赤字額 0 
地方債現在高（一般会計等） 1,607,671 
公営企業債等繰入見込額 633,380 
退職手当負担見込額 211,953 
土地開発公社等の負債額等負担見込額 8,069 
その他 87,908 
小計 2,548,982 

充
当
可
能

財
源
等

充当可能基金 434,497 
充当可能特定歳入 538,131 
基準財政需要額算入見込額 1,662,324 
小計 2,634,952 

（8）税収の状況	 （百万円、％）

区分 H30　年　度 H29　年　度 H28　年　度
収入済額（構成比） 徴収率 収入済額（構成比） 徴収率 収入済額（構成比） 徴収率

税 収 計 785,877 （100.0） 97.8 778,573 （100.0） 97.5 775,476 （100.0） 96.9
市
町
村
民
税

個 人 298,321 （38.0） 97.4 293,985 （37.8） 97.0 292,719 （37.7） 96.4
法 人 59,384 （7.6） 98.9 55,078 （7.1） 98.7 54,121 （7.0） 98.7

計 357,705 （45.5） 97.6 349,063 （44.8） 97.2 346,840 （44.7） 96.8
固
定
資
産
税

土 地 131,027 （16.7） 97.9 130,833 （16.8） 97.4 131,210 （16.9） 96.7
家 屋 136,954 （17.4） 97.8 138,090 （17.7） 97.4 134,913 （17.4） 96.7
償 却 資 産 42,035 （5.3） 98.5 42,051 （5.4） 98.4 41,521 （5.4） 98.2

計 310,016 （39.4） 97.9 310,974 （39.9） 97.5 307,644 （39.7） 96.9

− 94 − − 95 −


